
平成年月日 火曜日 (第号付録) 月目録官 報

条

約
日

号
外

ペ
ー
ジ

二
〇

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
除
去
並
び
に

脱
税
及
び
租
税
回
避
の
防
止

の
た
め
の
日
本
国
と
ラ
ト
ビ

ア
共
和
国
と
の
間
の
条
約

五
144

二

二
一

国
際
的
な
組
織
犯
罪
の
防
止

に
関
す
る
国
際
連
合
条
約

一
四
152
二
〇

二
二

国
際
的
な
組
織
犯
罪
の
防
止

に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
を

補
足
す
る
人
（
特
に
女
性
及

び
児
童
）の
取
引
を
防
止
し
、

抑
止
し
及
び
処
罰
す
る
た
め

の
議
定
書

一
四
152
四
五

二
三

国
際
的
な
組
織
犯
罪
の
防
止

に
関
す
る
国
際
連
合
条
約
を

補
足
す
る
陸
路
、
海
路
及
び

空
路
に
よ
り
移
民
を
密
入
国

さ
せ
る
こ
と
の
防
止
に
関
す

る
議
定
書

一
四
152
五
二

二
四

腐
敗
の
防
止
に
関
す
る
国
際

連
合
条
約

一
四
152
六
二

二
五

原
子
力
の
平
和
的
利
用
に
お

け
る
協
力
の
た
め
の
日
本
国

政
府
と
イ
ン
ド
共
和
国
政
府

と
の
間
の
協
定

二
〇
特12

二

二
六

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
除
去
並
び
に

脱
税
及
び
租
税
回
避
の
防
止

の
た
め
の
日
本
国
と
ス
ロ
ベ

ニ
ア
共
和
国
と
の
間
の
条
約

二
六
161
一
二

最
高
裁
規
則

二

裁
判
所
経
費
審
査
委
員
会
規

則
等
を
廃
止
す
る
規
則

一
九

一

内
閣
官
房
令

〇
内
閣
官
房

六

経
験
者
採
用
試
験
の
対
象
官

職
及
び
種
類
並
び
に
採
用
試

験
の
種
類
ご
と
に
求
め
ら
れ

る
知
識
及
び
能
力
等
に
関
す

る
内
閣
官
房
令
の
一
部
を
改

正
す
る
内
閣
官
房
令

三
142

一

七

標
準
的
な
官
職
を
定
め
る
政

令
に
規
定
す
る
内
閣
官
房
令

で
定
め
る
標
準
的
な
官
職
等

を
定
め
る
内
閣
官
房
令
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
官
房
令

一
四
152

府

令

〇
内

閣

府

三
八

児
童
手
当
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

三
142

二

三
九

地
域
再
生
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

七
146

九

四
〇

企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す

る
内
閣
府
令
及
び
有
価
証
券

の
取
引
等
の
規
制
に
関
す
る

内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す

る
内
閣
府
令

一
四
152

府
令

・
省
令

〇
内
閣
府
、
総
務
省

五

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
一
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
を
定
め
る
命
令
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令

一
四
152

六

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
二
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
及
び
情
報
を
定
め

る
命
令
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

一
四
152

〇
内

閣

府
、
総

務

省
、

財

務

省
、
文
部
科
学
省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、

環

境

省

二

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る

命
令
の
一
部
を
改
正
す
る
命

令

一
四
152

〇
内

閣

府
、
総
務
省
、

文
部
科
学
省

二

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
程
等
の
一
部
を
改
正

す
る
命
令

三
一
166

二

〇
内
閣
府
、
法
務
省

三

法
務
省
関
係
総
合
特
別
区
域

法
第
二
十
四
条
に
規
定
す
る

政
令
等
規
制
事
業
に
係
る
省

令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
を

定
め
る
命
令
の
一
部
を
改
正

す
る
命
令

三
一
166

八

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

四

確
定
拠
出
年
金
運
営
管
理
機

関
に
関
す
る
命
令
の
一
部
を

改
正
す
る
命
令

二
〇
156

一

〇
内
閣
府
、
農
林
水
産
省

六

農
林
中
央
金
庫
及
び
特
定
農

水
産
業
協
同
組
合
等
に
よ
る

信
用
事
業
の
再
編
及
び
強
化

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令

三
一
166

八

〇
内

閣

府
、

原
子
力
規
制
委
員
会

一

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置

法
に
基
づ
き
原
子
力
事
業
者

が
作
成
す
べ
き
原
子
力
事
業

者
防
災
業
務
計
画
等
に
関
す

る
命
令
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

七
146
一
一

省

令

〇
総

務

省

四
五

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準

適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

五
144
三
一

四
六

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

六
145

一

四
七

総
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

七
146
一
一

四
八

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

七
146
一
二

四
九

無
線
設
備
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
八
154

一

五
〇

電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
一
157

二

五
一

住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
一

か
ら
別
表
第
六
ま
で
の
総
務

省
令
で
定
め
る
事
務
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
四
158

一


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